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社会福祉法人 多摩大和園 

 

経 営 理 念  

 

私たちは、地域の人々が、 

安心して、輝いた人生を実現できるよう、 

慈悲のこころで支援します。 

 

運 営 方 針  

 

地域の皆様の声をもとに、安心して利用できる 

福祉の拠点を創造し、地域と共に歩みます。 

 

人権・人格を尊重し、慈しみと思いやりの心で、 

一人ひとりを大切にした支援を行います。 

 

法令及び社会的規範を遵守し、情報開示を積極 

的に行い、公正で透明な経営をいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

社会福祉法人 多摩大和園 

職 員 基 本 倫 理 

 

私たちは、利用者が人間としての尊厳を保持し、安心して暮らし、 

その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう

支援するため、行動規範となる『職員基本倫理』を定め、多摩大和

園創立の精神と理念に則り、社会福祉法人の従事者としての使命を

追求します。 

 

一 私たちの役割 

   私たちは、利用者の生命を尊重し、利用者はもとより地域社

会における福祉の充実に貢献するため、慈悲のこころで適正か

つ 

  活力あるサービスを提供します。 

 

二 人権の尊重 

   私たちは、利用者の名誉と秘密・プライバシーを保護し、 

  利用者が、差別や偏見・虐待を受けることなく、社会の一員と

して平穏に暮らせるよう支援します。 

 

三 自分らしい生活の支援 

   私たちは、利用者が、いきいきと自分らしい人生を送ること

ができるよう、利用者の意思を尊重し、明るく健やかな環境づ

くりに尽くします。 

 

四 自己研鑽の励行 

   私たちは、より質の高いサービスの提供を目指し、高い知識

と技術を習得し、経験を重ね、更なる自己研鑽に励みます。 

 

五 地域社会への貢献 

   私たちは、地域における専門職としての役割と責任を自覚し、

地域の声に応え、協調して、地域福祉の向上と発展に寄与しま

す。 
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Ⅰ 基本方針・重点課題事項 

１．財務状況の健全化と将来に向けた計画的運用 

（１）介護報酬等収入を主体とする収入確保の取り組みの実践とともに、支出内容の  

確認・分析及び経費削減による収支差額（繰越金）の確保 

（２）介護サービスの社会的ニーズへの対応と目標稼働率の維持・向上のため、スムー

ズかつ有効的な利用者受け入れ体制に向けた見直しと再構築 

（３）建物、設備、備品等の老朽化、経年劣化等による修繕、入替等に関わる中長期   

計画の策定と費用・資金計画の策定による計画的施行 

 

２．運営体制の安定化と人材育成（キャリアアップ） 

（１）人員と業務量における標準業務の均整化に留まらず、標準人員における更なる  

サービス提供に向けた創意工夫と業務の実践（ＩＣＴ、次世代介護機器の活用含む） 

（２）人材確保に対する取り組みとして、新卒者採用、中途採用に留めず、介護福祉士

養成機関への留学生の受け入れを継続し、将来的に人材不足に陥らないための準備 

（３）職種別研修体制による知識の向上とＯＪＴによる業務実践能力の習得及び日常業

務における職員の課題分析・問題解決能力の向上（対面型研修の再開含む） 

 

３．サービス提供体制の充実と豊かで潤いのある生活の構築 

（１）利用者の重度化、虚弱化、医療依存度の増加や介護環境など、多様化するニーズ

に対応できる体制の充実 

（２）アクティビティ活動の充実と日々の余暇時間活用による生活の質の向上 

（３）利用者及び地域住民に対して医療や介護、福祉サービス等が包括的かつ継続的に

提供するための東大和市及び関係諸機関との連携協力 

 （４）感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継

続的に提供される体制の構築（ＢＣＰなど） 

 

４．経営・運営数値目標 

（１）各拠点区分にて収支差額（繰越金）の確保 

資金収支計算書における事業活動資金収支差額及び当期資金収支差額の合計が 

マイナスとならないための意識化 

（２）大規模修繕とその後の修繕計画 

   大規模修繕とその後の修繕計画及びこれに関わる費用・資金等を算出し、長期的

視点での収支状況の意識化 

（３）数値目標               ( )内は定員数 収支差率は資金収支計算書ベース 

予算稼働率 特養 短期入所 一般通所 認知症型 居宅介護 

やまと苑 97.0％(86) 97.0％(6) 68.0％(35) 45.0％(12) 月 137 件 

さくら苑 96.0％(80) 96.0％(6) 60.0％(35) 60.0％(12) 月 140 件 

きよはら ― ― 83.0％(35) ― ― 

収支差率 3％ 3％ 0％ 

※利用人数目標  通所介護：２３人／日  認知症対応型通所介護：８人／日 

※居宅介護支援事業所の給付管理件数／月は逓減制緩和により、４０件／人上限目標としていく 
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Ⅱ 事業計画 

１．重点項目 

（１）財務状況の健全化と将来に向けた計画的運用 

・各事業会計における増収益策（又は減収益抑制策）の具体的取り組みの実践及び  

目標設定における達成度を評価し、安定した財務状況を確保していく。 

・財務状況、介護保険制度（介護報酬）から、給与体系・制度の将来的な再設計・

再構築に向け、職種間の均衡を図るとともに人件費の抑制に繋げていく。 

・引き続き、現行の保守契約全般を見直し、合理的かつ効率的な業務分担を再構築

し、保守料の抑制・削減を図る。 

・介護報酬確保＝稼働率確保の観点から、利用者確保のための取り組みを具体的に

行い、成果を含めて各施設の運営会議にて継続的に分析・考課していく。 

～各事業の実情にあわせ実践～ 

・将来的な建物設備等の修繕計画、備品等の老朽化による入替に備え、それらに要

する費用を算定することで計画的な資金確保や支出調整を図る。 

・大規模修繕（補助金事業）とこれに付随する修繕等の計画立案に加え、その後の   

修繕及び資金計画を立案し、計画的運用に努めていく。 

 （２）運営体制の安定化と人材育成（キャリアアップ） 

・各種求人媒体の活用、法人ホームページ内の職員採用ページの更新を図り、求職

者の多様化する求職方法に対応すべく採用活動を進めていく。 

・介護福祉士養成機関への留学生の受け入れを引き続き行い、関係機関と連携を密

にすることで、継続的で安定的な外国人の採用活動を継続していく。 

・法人全体の研修計画 ～９．研修計画参照～ 

・各施設・事業の研修計画 ～各施設事業計画内の研修計画参照～ 

 （３）サービス提供体制の充実と豊かで潤いのある生活の構築 

・地域包括ケア推進会議、他職種連携研修会、各事業連絡会など、関係諸機関と   

協力し、地域における情報や課題を共有し、緊密な連携を図っていく。 

・事業単位での取り組み ～各施設事業計画内の研修計画参照～ 

・感染症、自然災害などは、サービス提供体制への影響に留まらず、法人・施設経

営への大きな影響を及ぼすことから、法人全体でリスクマネジメントに取り組む。 

 （４）経営・運営数値目標 

１）各拠点区分にて収支差額（繰越金）の確保 

・月次管理表、運営月報などを元に会計的側面だけではなく、その裏付けとなる運

営的側面（人員配置、稼動率、要介護度など）からも総合的に分析する。 

・施設会計においては、稼動率だけではなく、要介護度など収入に関わる諸要件か

らの増収と経費見直しによる削減の取り組みを行っていく。 

２）大規模修繕とその後の修繕計画 

・修繕計画を策定し、大規模修繕（補助金事業）及びこれに付随する修繕等の資金

計画をあわせて策定していく。 

・大規模修繕等から次期大規模修繕または建て替えまでの期間の修繕計画と資金計

画を策定し、建物設備等の維持に努めていく。 
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 ２．法人事務局の取り組み 

（１）重点項目実践のためのマネジメント 

・前述の重点項目の実践にあたり、法人（理事会）及び各施設（事業）との調整役を

担い、円滑な遂行に努める。 

・法人として取り組むべき事項は、法人事務局が中心となり、業務執行理事との連携

のもと、あわせて苑長、センター長の協力を得て早期に取り組みを進める。 

・各施設（事業）が取り組むべき事項は、進捗状況の確認、マネジメント、相談・    

助言及び理事長との調整役を担い、法人全体で取り組む姿勢を保持する。 

 （２）各事業の運営・経営・財務状況などの確認 

・毎月の月次管理表をもとに各事業の収入状況と稼動率の関係、また、収支における

損益分岐点分析、比率分析を行い中期目標及び課題を把握する。 

・課題について、法人経営会議、事業調整会議、各施設運営会議、各事業内会議など

において検討し、健全な運営・経営を営めるよう体制を整える。 

（３）運営状況の点検システムの実践 

・運営状況の指針として大きな柱である当初予算・補正予算・決算を基礎とし、日報

を根拠とする月次報告が行われている。年または月単位に加え、必要に応じて財務

担当監事を交えて経営・運営状況の確認、点検を行い、更なる経営分析を行うこと

により、四半期及び半期、次年度を見据えた改善の指針を見出し、具体的に実践で

きるよう取り組む。 

・月次報告では、財務状況確認及び職員配置（職員数、入退職状況、給与分布など）、

稼働率、要介護度などを確認し、総体的に把握、分析できるものとし、会計監査人、

財務担当監事の客観的な意見も取り入れていく。 

（４）給与体系の適正運用 

・予定されている介護職員処遇改善加算の変更などによっても職種間、職責などによ

る給与の不均衡・不公平の問題に改善が認められないときは、現行の給与システム

の範囲の中で是正の検討・取り組みを行うことで緩和の一助とする。 

・最低賃金の改定による有期雇用契約職員と正規職員・再雇用職員との給与バランス

に留意し、特に若年層の正規職員の給与水準については必要により調整を図る。 

 （５）法人・施設の広報ＰＲ（集客）活動の充実 

・広報紙「てくてくと」による法人広報活動については、引き続き地域住民及び関係

諸機関への啓蒙活動や情報提供の一助とする。 

・ホームページの更新に心がけ、職員採用などにも活用し、多岐に渡る役割を持たせ

るように内容の充実を図っていく。 

・地域公益活動については、引き続き実施主体である東大和市社会福祉協議に対して

協力していく。 

 （６）介護保険制度改正に対する取り組み 

・介護保険制度の改正や介護報酬の改定に伴い、サービス提供体制の見直しなどによ

り可能な限りの加算算定に繋げ、財務の（収入）の中心となる介護報酬を確保する

ための対応を図る。 
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３．社会福祉法人制度に対する取り組み 

 （１）経営組織の在り方（ガバナンスの強化） 

    理事会は業務執行に関する意思決定機関として、評議員会は重要案件等の議決機

関として、それぞれの役割を担い運営していく。 

（２）事業運営の透明性の向上 

すでに情報公開している項目（決算関係書類、現況報告書など）に加え、情報   

公開の対象範囲を拡大し、第三者の閲覧を可能にすることで事業運営における透

明性を図る。 

（３）地域における公益的な取り組みを実施する責務 

日常生活または社会生活上の支援を必要とする方に対し、無料または定額の料金

で福祉サービスを提供できる仕組みを検討していく。 

（現行の生計困難者等に対する利用者負担軽減事業など） 

 （４）会計監査人の配置 

    会計監査人の配置により、定款等に定める役割を担う他、当法人としての協力関

係を構築し、継続的に安定した法人経営の一助となるように取り組んでいく。 

 

 ４．働き方改革に対する取り組み（継続案件） 

 （１）休日数増（適正化）に対する取り組み《新規案件》 

    企業全般の平均的な休日数、ワークライフバランスからの働きやすい職場環境な

どから、年間休日数を社会情勢との齟齬がないよう見直しを進めていく。 

    参考： 現行１１２日／年  土・日曜日１０４日＋祝日１６日＝１２０日／年 

 （２）年次有給休暇の確実な取得 

    各施設の事業単位（特養は各課）にて取得のための行動計画を立案し、ワークラ

イフバランスの観点からも年５日間以上に加えより多くの取得のための取り組み

を実践していく。 

 （３）超過勤務時間の削減（月１１時間以内） 

月１１時間以内の未達成者に対し、各施設の事業単位（特養は各課）にて個別に

一般事業主行動計画の観点からも削減のための取り組みを実践していく。 

 （３）賃金の引き上げに対する取り組み《新規案件》 

   人手不足による人材確保の困難、物価の上昇の継続、企業の賃金の引き上げ動向

から社会情勢を見据え、あわせて介護報酬、処遇改善に関わる加算・補助金を運

用して賃金（給与）体系の見直しを進めていく。 

（４）最低賃金改定に対する取り組み 

    最低賃金改定にあたり、職種間の賃金改定に連動し、適正賃金を設定していく。

あわせて正規職員の給与、諸手当とのバランスについても考慮していく。 

 （５）安全衛生管理活動の推進に基づく指導と支援 

  ・表明している安全衛生方針、労働安全衛生に関する基本的な考え方や理念、姿勢

職員に対して更に周知していく。 

  ・事務局の安全推進者、各施設・事業の安全推進者との連携を密に図り、各施設・

事業における安全衛生管理活動について掌握し、問題や課題の把握に努め、改善

や災害防止における指導を行う。 
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５．安定した持続可能な運営に向けた具体的な取り組み 

介護保険制度の動向、財務状況や将来的な法人のあり方を見据えつつ、次の事項に

ついて担当者を定め、安定した持続可能な法人運営を目的として具体的に取り組ん

でいく。進捗状況などは事業調整会議で確認し、法人としての調整等を図っていく。 

 （１）全体統括 

担当：米持業務執行理事 

    本取り組みの全体を統括し、理事長への報告・調整・上申等を行う。 

 （２）給与（賃金）体系の再構築 

    主担当：鈴木苑長 

    企業の賃金の引き上げ、最低賃金の改定などの社会全般の動向を踏まえ、前回の

給与体系変更時から一定期間が経過していることから、社会の実情に即した給与

（賃金）改定・給与規程の改正を検討していく。 

 （３）休日（公休）数の見直し 

    主担当：伊藤センター長 

    一般企業のみならず他の介護事業所と当法人の休日数の比較から、社会全般の働

き方の見直し、求職者の動向を踏まえて年間休日の見直し・就業規則の改正を検

討していく。 

 （４）財務の健全化に対する取り組み 

    主担当：福島事務統括 

    法人全体の将来的な資金計画及びこれを達成するための各施設・事業の収支状況

の改善の取り組みを検討し、実践していく。 

（５）人材確保に対する取り組み 

主担当：松本事務員 

職員採用にあたり、紹介料負担のある紹介会社を利用することなく人材確保を進

めていき、標準人員を常に維持し、採用経費の削減を図る。 

 【各施設との連携による取り組み】 

 （６）デジタル化等の促進 

    担当：伊藤センター長、各事業事務員（または担当職員） 

    ・パソコン及び周辺機器の整備・活用に対する取り組み。 

    ・ＩＣＴ化に対する取り組み。 

    ・次世代介護機器に対する取り組み。 

 （７）職員の研修及び教育・育成等 

    担当：鈴木苑長、伊藤センター長 

    ・法人及び各施設の研修体系の再構築の取り組み。 

    ・次世代を見据えたリーダー的職員の育成・養成の取り組み。 

    ・各職種における専門性の向上のための取り組み。 

 （８）業務委託業者の再選定 

    担当：鈴木苑長、〔給食〕管理栄養士、〔夜間警備〕特養事務員 

    費用対効果、経費削減のための業務委託業者の再選定 

    ・給食業務委託業者の選定 

   ・夜間施設警備業務委託業者の選定 
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６．理事会・評議員会開催予定（※日程変更・調整の可能性あり） 

  （１）理事会 

 日程 主な議題 

第１回 ６月 ５日（水）  事業報告、決算、賞与など 

第２回 １０月２５日（金） 賞与、上期の運営状況報告など 

第３回  １月２４日（金） 第三四半期の運営など 

第４回 ３月２４日（月） 補正予算、事業計画、予算、役員推薦者の選定など 

※上記の他、臨時に開催することがある。 

 （２）評議員会 

 日程 主な議題 

第１回 ６月２０日（木） 事業報告、決算など 

第２回 ３月２４日（月） 補正予算、事業計画、予算など 

 

７．監事監査・内部検査（※日程変更・調整の可能性あり） 

 日程 検査内容 検査員 

監事監査 ５月２９日（水） 事業報告、決算 監事 

内部検査 １０月（日程調整中） サービス全般（相互検査） 担当職員 

１０月１８日（金） 運営全般、会計・経理、預り金 監事 

 

 ８．会議・委員会等 

（１）法人内会議・委員会 

会議名称 定例開催日 出席者 内 容 

法人経営会議 

（担当：さくら苑長） 

理事会前に理事長

の招集により開催 

理事長・財務監事・苑長・ 

センター長・事務統括 

法人全体の経営及

び運営について 

運営協議会 

（担当：やまと苑長） 

理事長の招集によ

り適宜開催 

理事長・業務執行理事から

の招集職員 

法人・三施設間の連

携強化、連絡調整 

事業調整会議 

（担当：さくら苑長） 

毎月第１金曜日

10：00～11：30 

理事長・苑長・センター長

事務統括・包括管理者・ 

総務課リーダー 

法人・施設の経営・

運営及び事業調整

について 

特養連絡会 

（担当：やまと苑長） 

年２回 

開催日、時間は連絡

会にて定める 

各課主任・相談員・介護支

援専門員・ 

管理栄養士 

事業間及び事務の

情報交換、連絡調

整、検討等を行う 

在宅連絡会 

（担当：センター長） 

年２回 

開催日、時間は連絡

会にて定める 

主任・相談員・管理栄養士 

介護支援専門員 

事務連絡会 

（担当：事務統括） 

事務統括の招集に

より必要に応じて

開催 

事務統括・事務員 

虐待防止委員会 

（担当：やまと苑長） 

適 宜 虐待防止委員３名 

事務局 ※他、適宜 

実施要綱に則って

活動 
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第三者委員 

訪問相談日 

（担当：やまと苑長） 

年３回 第三者委員３名 

苦情解決担当者など 

苦情解決体制の一

環として活動 

サービス連絡会 

（担当：やまと苑長） 

年１回 

震災対策委員会 緊急時、必要に応じ

て適宜招集 

苑長・センター長・全事務

員 

各事業事務間の連

絡及び調整 

 

９．研修計画 

研修名 日 程 テーマ（講師） 

管理監督・リーダー職員研修 調整中 調整中（井澤社労士） 

相談員・ケアマネ等研修 調整中 調整中（八杖顧問弁護士） 

医療職員研修 適 宜 東社協等の web 研修 

事務職員研修 調整中  

介護職員研修Ａ 

（平成 30 年度以前の入職者） ジョブメドレーアカデミー介護（ｅラーニング） 

各階層の指定項目から２科目を選択受講 

 

東社協等の web 研修 

介護職員研修Ｂ（平成 31 年度 

～令和 5 年度の入職者） 

介護職員新任研修 

（令和 6 年度の入職者） 

法定研修 
ジョブメドレーアカデミー介護（ｅラーニング） 

法人指定の【必須】研修を受講 

採用時研修 適 宜 
採用時基礎研修 

（採用各課責任者） 

救命救急講習 
新 規 新規入職者 各施設・立川防災館 

更 新 希望者 各施設立川防災館 

 ※東京都、東京都社会福祉協議会、全国老人福祉施設協議会などの関係諸機関が実施す

る集合型研修、Ｗｅｂ研修を活用して研修機会を確保していく。 


